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イベント概要 

 
[企業名]  マネックスグループ株式会社 

 

[企業 ID]  8698 

 

[イベント言語] JPN 

 

[イベント種類] 決算説明会 

 

[イベント名]  2024年 3月期第 3四半期決算 アナリスト向け説明会 

 

[決算期]  2024年度 第 3四半期 

 

[日程]   2024年 1月 31日 

 

[ページ数]  35 

 

[時間]   18:00 – 18:41 

（合計：41分、登壇：24分、質疑応答：17分） 

 

[開催場所]  インターネット配信 

 

[会場面積]  1000㎡ 

 

[出席人数]  1000名 

 

[登壇者]  2名 

取締役会議長 兼 代表執行役会長  松本 大 （以下、松本） 

取締役 兼 代表執行役社長 CEO  清明 祐子（以下、清明） 
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[アナリスト名]* モルガン・スタンレーMUFG証券  長坂 美亜 

SMBC日興証券    原 貴之 

 

*質疑応答の中で発言をしたアナリスト、または質問が代読されたアナリストの中で、

SCRIPTS Asiaが特定出来たものに限る 
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登壇 

 

清明：こんばんは。マネックスグループの社長 CEOの清明でございます。本日、マネックスグル

ープ、2024年 3月期第 3四半期の決算発表いたしました。 

初めに今回のハイライト、3点ほど申し上げたいと思います。1つ目は、後ほどご説明いたします

が、日本セグメントと米国セグメントにつきまして、引き続き好調な業績を維持できたかと思って

おります。収益、利益共に安定推移しました。 

2点目は、クリプトアセット事業セグメントです。Coincheck が、この第 3四半期、そして 9カ月

で見ても黒字化しています。これまでのコスト削減の効果、それからこの四半期につきましてはマ

ーケットが回復したこともありまして、黒字化したということが大きなニュースになっていると思

います。 

3点目は、マネックス証券におきまして 1月 4日から NTTドコモならびにイオン銀行との提携が

始まりまして、滑り出し好調というところでございます。 

 

具体的にご説明してまいります。まず今の事業方針でございますけれども、先ほど申し上げました

とおり、マネックス証券につきましては NTTドコモとの資本業務提携、それからイオン銀行との
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業務提携、同時に 1月 4日から始まっております。生活基盤に根ざしたプラットフォーマーであら

れるこの 2社と共に、貯蓄から投資、貯蓄から資産形成というのを推進していきたいと思っており

まして、マネックス証券は 1月 4日以降当グループにとっては持分法適用会社になっておりますけ

れども、それで短期的には利益貢献落ちますが、中長期的には飛躍的な成長を遂げていきたいと思

っています。 

中ほどの既存事業、TradeStationは、アクティブトレーダーにフォーカスする戦略を引き続き推

進しており、Coincheck につきましてはグローバル戦略を模索しております。 

それから右側、成長投資領域ですけれども、NTTドコモとの資本業務提携資金につきまして、ア

セットマネジメント分野をはじめとした成長投資をしてまいります。 

 

それらによって、5ページ目にあるような形で、右側の図のように、EPS、最終利益を安定的に成

長させていこうと。既存事業のそれぞれの成長戦略を推進するとともに、M&Aなども活用して成

長投資領域を拡張していき、グループ全体での EPSをサステナブルに成長させていくということ

を考えております。 
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改めまして 6ページ目に、NTTドコモとの資本業務提携の概要でございますが、1月 4日に無事

クロージングしておりますので、現状、右側のようなコーポレートストラクチャーになっておりま

す。マネックス証券の株式移転ということで、ドコモマネックスホールディングス、この中間持ち

株会社の株の 48%をマネックスグループが NTTドコモに譲渡をした他、ドコモマネックスホール

ディングスが NTTドコモを引受先とする第三者割当増資を実施したことから、それらの結果、現

在、持分としてはマネックスグループが約 51%、NTTドコモが 49%を持っています。1月 4日か

ら NTTドコモの子会社に、マネックス証券ならびにドコモマネックスホールディングスはなって

おります。マネックスグループにとっては持分法適用会社になってます。 

今日、ここでお示ししてないんですけれども、決算短信も今日、同時に開示しておりますけれど

も、短信ご覧いただきますと、表紙の最初の 1の注記に、マネックス証券については非継続事業に

分類しましたと説明をしており、短信につきましては収益、営業利益、税前利益まで、マネックス

証券を除く数字を開示しているという形になってます。決算短信のルール上そうせよということな

のでそうしておりまして。なので、収益とか営業利益からは、短信上はこの 2024年 3月期の 3Q

の累計の数字から全部除かれており、持分法適用会社になるということなので、51%分の最終利益

を取り込むという形になっております。後ほど短信もご覧いただければと思いますが、まだ 12月

まではマネックスグループの子会社でありますので、今回、全体をこちらの資料でご説明申し上げ

ます。 
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株式譲渡代金につきましては、先ほど来から成長投資しますよと申し上げておりますが、株主還元

方針も変更いたしました。1月 4日から効力が発生しておりまして、配当金の下限 15円から年間

30円。それからアップサイドとしましては、年間の当期利益の 50%、1株当たりの当期利益の

50%が 30円を超えてきた場合には、その 1株当たりの当期利益、税後の利益の 50%を下限にしま

すということで、フロアとアップサイドを乗せるという形の還元方針に 1月 4日から変更となって

おります。なお、NTTドコモに売却した株式譲渡代金ですとか評価益につきましては、当期利益

から除くことを併せて既にご説明、発表させていただいております。 
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業績の推移になりますけれども、こちらは税後の当期利益になります。グラフでご覧いただきます

と、青色が米国セグメント、安定的に税後利益推移しておりますし、黄色の日本セグメントも安定

的に推移しており、なにより大きいのが、クリプトアセット事業セグメントが黒字で乗っかったと

いうことで、税後利益 22.8億円になっております。 
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9ページは日本セグメントの収益と、折れ線グラフは税後利益。こちらも全部、税後利益でコミュ

ニケーションさせていただこうと思っておりまして、税後利益になっております。安定していると

いう感じでございます。 

預かり残高に連動する金融収支や投信関連収益といったものが増えておりますし、他社様がゼロ手

数料にされましたが、特に大きな影響ないということで、日本株の手数料も乗っておりますので、

引き続き安定的に推移していると。 

 

米国セグメントにつきましても、金利が高止まりしておりますので、薄い色、米ドル預かり金運用

益が引き続き高い水準で推移しておりますし、それからお客様の取引から来る手数料収益につきま

しても安定的に推移していることから、米国も安定という形です。 
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クリプトアセット事業セグメント。先ほど来から申し上げているとおり、この四半期および累計で

黒字化しております。 

 

12ページ、3iQというカナダの暗号資産運用会社の子会社化を、昨年 12月 28日に発表しており

ます。クロージングはまだでございまして、カナダの当局の承認を得てクロージングになりますの

で、恐らく今の期、1-3月期にクロージングを迎えられるんじゃないかなと思っております。 
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3iQという会社はカナダの法人でございまして、ビットコインおよび ETFのファンド、それから

上場 ETFを運用している会社でございます。2023年 12月末現在での AUMは 8億 5,400万カナ

ダドル、米ドルで言うと 6億 4,400万という形になっております。こちら、「クリプト」かける

「運用会社」ということで、収益が生まれてくるのは残高に対する収益、いわゆる強化をしたいと

思ってるアセマネ。最終商品としてはクリプトということで、クリプトの側面とアセマネの側面が

あるんですけれども、こういった 2つの観点からグループシナジーを発揮させていきたいと思って

おります。 

 

3カ月の業績、簡単にご説明しますと、先ほど税後利益 22.8億円、約 23億円でございました。日

本は安定して 8億円、米国も安定しており 11億円、クリプトアセット事業が相場の高まりもあり

まして、利益計上 4億円、アジア・パシフィックと投資がややマイナスになっております。 
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ここからは 3主要セグメントの収益費用のご説明になりますけれども、まず日本、17ページ、収

益サイドでございます。ご覧いただくと、90億円ぐらいでずっと安定推移しているんですけれど

も、中身もバランスよくそれぞれの商品・サービスでしっかりと収益を上げているという状況にな

ってます。とりわけ第 3四半期につきましては、信用収支、貸株収支といった金融収支が伸びてい

るのと同時に、投資信託関連収益も増収になりましたし、それからフローで見ますと、IFA 経由で

の債券取引、それから FX、為替ですね、こちらも好調だったことから若干増収となりました。 

日本株の手数料は、この 6-9月が活況だったので、第 3四半期につきましてはややマイナスになっ

ておりますけれども、米国株の手数料につきましては若干伸びたという形です。 
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費用サイドです。費用サイド、日本は少し費用が増えたという形になっております。いくつか理由

がありまして、もちろん取引が増えたので変動費が伸びたというのもあるんですけれども、システ

ム関連費用が、システム開発を伴うプロジェクトが進捗していることもございまして、減価償却費

が増えたという形になります。それから広告宣伝費も現在、認知度向上を図るデジタル広告も実施

しておりまして、そういったことから伸びております。今、これもご質問あるかなと思いますけれ

ども、NISA 含めすごく話題になっておりますので、そういった NISA 口座を取っていきたいと思

っておりまして、広告宣伝費、ややかけたという形です。 
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そして米国ですけれども、収益サイド、米ドル建てでの記載になっております。こちらもご覧いた

だくと、大体ずっと安定して推移をしておりまして、この期は VIX、ボラティリティがあんまり変

わらなかったんです。そんなに高くないボラティリティだったんですけれども、取引ボリュームは

維持できました。件数減ってるのに委託手数料増えているのは、大口のお客様の取引がございまし

て、具体的には先物だったんですけれども、これの委託手数料が増えたという形になっておりま

す。 

金融収支につきましては、米ドルの預かり金の運用益は増収になっているんですけれども、相場環

境で貸株収支が減少いたしまして、結果金融収支はマイナスになっております。 
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一方、販管費につきましては、米国セグメントをしっかりコントロールできていると思っておりま

すけれども、若干マイナスという形になりました。実はこの期は通信費が増えているんですけれど

も、NYSE取引所に対する過年度分の市場データ費用の計上が、一過性のコストがございまして、

情報量が増加いたしました。一方で業績連動賞与の減少などで減ったことで、トータルとしては微

減という形になっております。 
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クリプトアセット事業セグメントは、トレーディング損益が大きく伸びたという形です。米国にお

ける暗号資産スポット ETFの承認期待みたいなものもございまして、ボリュームが増えたんで

す。販売所の売買代金を載せておりますけれども、単純にボリューム増えておりまして、プライス

も上がっていってたということもありますので、それに対するスプレッドを掛けているので、収益

が伸びたという形になります。 

 

費用は、収益が増えた分、マネックスグループに対する経営指導料もここに入ってるんですけど

も、若干その他が増えておりますけれども、比較的ご覧いただくと分かるとおり、広告宣伝費はま

たさらに縮小させて、もうこれ、限界だと思っておりますけれども、減らしたという形になってお

りまして、費用は固定費を中心に非常に低い形で運用できているという形になります。そういった

ことから、これまでずっとコスト削減を図ってきました。そこにマーケットが少し盛り上がりを見

せてきたところがあって、黒字に転換したという形になります。国内だけではなくて世界的に見て

も、この期に黒字転換しているクリプト業者はまれじゃないかと思っております。 
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9カ月はよろしいですよね。9カ月で見てもこれだけ、24ページ、クリプトアセット事業セグメン

ト、営業利益ベースでも、税後利益ベースでも黒字になっております。 

 

少し先に行きまして、株主還元方針としては、中間配当は 12月に払いましたけれども、8円。こ

れまでは半期 7.5円を下限にしてまして、ずっと 0.1円ずつ増やしまして、8円まで来てここから
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は新しい株主還元方針、新しい配当方針になっておりますので、年間最低 30円という形になりま

す。 

 

ビジネスアップデート、若干だけさせてください。33ページ、日本セグメントでございますけれ

ども、2020年にアセマネモデルへの転換を発表しました。残高ベースの収益を伸ばしていこう、

残高を増やしていこうということで、投資信託ですとか貸株、信用みたいなものと、それから米国

株も、米国株を取引されるのに米ドルの預かり金を頂きますので、その運用もございますから、米

国株とか投信を主に注力していこうというふうに掲げました。 

そこから順調に預かり資産は伸びまして、この預かり資産はマネックス証券の預かり資産とマネッ

クス・アセットマネジメントの運用残高を乗せておりますけれども、12月末の時点で 7.6兆円ま

で成長しております。ここからさらに、今、イオン銀行と NTTドコモとの提携が始まりましたの

で、まさに NISAのお客さんが増えているんですけれども、足元。投信をはじめとして残高を増や

していきたいと思っております。 
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イオン銀行との提携、1月 4日に始まりました。まず 1月 4日に何をやったかというと、イオン銀

行の投信の口座、投信の残高を全てマネックス証券に移管をしました。1月 4日以降は、イオン銀

行さんはシステムやオペレーションはマネックス証券に任せるということで、フロント、口座開設

のつなぐところとか営業サイドはイオン銀行さんで窓口やっていただいているという形になりま

す。 

移管されてきた口座数は 34万口座。うち、NISA 口座が 17万口座ございました。今回初めて発表

させていただいておりますけれども、それを踏まえると、NISA 口座全体が 48万口座になってお

ります。実は今、1月 4日から毎日のようにイオン銀行さんから口座開設の申し込みが来ているん

ですけれども、本当に同時に NISA口座も申し込みたいんだという人がすごく多くて。元々のマネ

ックス証券のお客様とタイプの違うというか、まさに生活圏内にいらっしゃるお客様がマネックス

証券の口座を開けてくださっているという状況でございます。それから、投信も積み立ての契約を

されてるお客様が多い上、さらに NISA が増えているという状況になっておりまして、かなり滑り

出し好調という形になっております。 
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NTTドコモとの提携につきましては、今はまだプロモーションをしている状況でございまして、

具体的な組み込みサービスはこれから、25年 3月期以降になってきます。現在実施しているプロ

モーションは、例えば dポイントを付与するキャンペーン、口座開設したら dポイントをプレゼ

ントしますとか、投資教育やったり。それから、d払いアプリって皆さんお持ちでしょうか。d払

いアプリ開いていただくと、右上に資産形成だったかな、資産運用 NISAっていうボタンがあるん

ですけど、これを押していただくとマネックス証券に飛ぶというのを先週ぐらいから始めておりま

して、ここからの流入が非常に今、増えているという状況です。 

こういった、単純に送客するのだけではなくて、実際にサービスを連携させることで、主に初心者

の方は NISA 口座、それ以外の方も含めてドコモのお客様に資産形成やっていただこうということ

で、具体的には dカードでの投信積み立て、それから dポイントの連携、取引内容に応じた dポ

イント付与ですとか、dポイントを活用した投資信託の購入をやったり、あるいはこの d払いアプ

リの中にシームレスにマネックス証券の資産形成サービスを組み込むといったことを来年度以降ロ

ーンチしていくということで、今、具体的にプロジェクトを進めているという状況です。 

足元はドコモからの流入が大きく、まだこういう簡単なプロモーションしかしておりませんし、d

払いアプリの連携も先週ぐらいからなので、数字としてはイオン銀行さんからの流入が足元、非常

に多いということになっておりますけれども、それを超えてくる勢いでドコモとのサービス強化を

やっていきたいと思ってます。 
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マネックス・アセットマネジメントの運用残高、4,800億超えました。機関投資家の運用が非常に

大きく伸ばしているんですが、ON COMPASS シリーズも NISA 対応、特に最初、ON COMPASS+

というハイブリッドタイプはしておりますので、今後また期待できるかと思ってます。 

 

投資信託、IFA、ウェルスマネジメントの残高も順調に伸びております。イオン銀行の口座移管、

それから投信の残高移管によりまして、投信の残高、足元 1.5兆円に到達しております。さらに今
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これ、12月末までしか積み立ての金額出してないんですけれども、早々に開示できると思います

が、ここの積み立ての金額が、NISA も始まっていることから大きく伸びている。イオン銀行さん

のお客様も流入しておりますので、大きく伸びてきております。さらに夏以降、dカードでのクレ

カ積み立ても開始していきますので、積み立て、投資信託、アセマネモデルをずっとやってきて、

積み立て強化とやってきましたけれども、ここ大きく成長できるんじゃないかと、来期ですね、思

っております。 

 

アメリカですけれども、VIXが下がっている中でも取引は安定的に推移している状況で、米ドル預

り金の運用につきましても、金利が高止まりしているので安定しているという状況です。 
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足元、固定金利の運用は若干 50%を超えて、57%まで来ております。金利が下降局面になっても安

定したキャッシュフローを維持できるようにポートフォリオマネジメントをしております。 

 

ターゲット顧客の推移も、やや季節性があって、11月の後半から 12月はサンクスギビング以降、

結構アメリカの方々ってアクティビティー減るので、季節性あったんですけれども、比較的維持で

きている。 
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それから、パートナー企業経由での API連携を通じたお客様の獲得、それから取引も 30%ぐらい

で安定的に推移しております。 

 

Coincheck ですけれども、引き続き国内暗号資産業者のリーディングカンパニーとして強固な地位

と顧客基盤を持っております。Coincheck、あまりマーケット環境が良くない中でコストの削減を

図るとともに、事業構造の改革、選択と集中みたいなものも図ってきました。その一環として、昨
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日発表しておりますけれども、バーチャル株主総会支援サービス Sharelyにつきましては事業譲渡

することを決定いたしました。Coincheck としましては、元々強い暗号資産交換業、暗号資産、ク

リプトに関わる業務に関わっていきたいと思っておりまして、なによりも今、日本最大級の個人の

顧客基盤と、法人の、例えばコミュニティサービスみたいなものを掛け合わせて、IEOや INOを

強化していきたいと思ってます。 

 

顧客基盤ナンバーワンのリーディングカンパニーというものを示す一つの指標として、先日発表が

あった通り、5年連続アプリダウンロードシェア 1位ということで頂いております。マーケットが

どんなときでも、それから広告宣伝費をかなり抑えても口座は獲得できているし、アプリダウンロ

ードもずっとナンバーワンということで、非常に堅い顧客基盤を効率よく維持できているんじゃな

いかと思っております。 



 
 

 

サポート 

日本   050-5212-7790    米国   1-800-674-8375  
フリーダイアル 0120-966-744 メールアドレス support@scriptsasia.com 

25 
 

 

顧客基盤が固いというものをもう一つ示す指標といたしまして、こちら、お客様が Coincheck 内

に保有するビットコインの数量が左の図になっております。コイン数です。こちらを見ていただく

と、この期間ってすごいマーケット盛り上がってなかった時ですけれども、数量は維持どころか若

干増え、ずっと増えてきたという形になります。ここに来て足元、ビットコインのプライスが上が

っているので、バリューとしても増えたという形です。 
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IEO、3号案件、今、やっております。 

 

INOにつきましてもセレッソ大阪を第 2号案件、やりました。 

 

Coincheck グループは引き続き上場に向けた手続きを推進中ということになります。この後は割愛

させていただきます。 
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質疑応答 

 

清明 [M]：ここからご質問に答えていきたいと思っております。ということで、モルガン・スタン
レーMUFG証券の長坂さんより頂いた質問からいきます。まず 3iQの件です。 

長坂 [Q]：先ほど説明しましたが、3iQというカナダの暗号資産運用会社の株式の過半を取得する

ということと、当社グループの資産運用事業に対して期待できるインパクトを、定量・定性面、可

能な範囲でご教示いただけますでしょうか。 

清明 [A]：運用会社、先ほど AUMの残高をお示ししましたけど、それに対して、運用会社ですか

ら残高に対して収益が上がってくるということなので、残高を増やしてきたいと思っております

が、残高、AUMにつきましては、ビットコインとかイーサリアムのプライスとも連動してきます

のでプライスの上がるのと、あと法人顧客含め、そういった暗号資産での運用をされる方をちゃん

と営業していくっていうのが重要かと思ってます。 

松本 [A]：ちゃんと PLが成り立っている会社であって、今後、機関投資家、年金等で分散投資と

いう中で、ビットコインの ETFであるとか、そういったものがだんだん増えてくるというとき

に、あるいは日本の機関投資家がテーラーメイドの仮想通貨の金融商品とかファンドを欲しいと

か、そういうときに 3iQを使っていろんなことができるだろうと期待しています。現状では、そん

なにすごく大きなインパクトというものがしっかりと見積もられてることではないです。 

長坂 [Q]：2つ目もクリプト関係です。米国、SEC が承認したビットコイン ETFについて、本件

が日本プレーヤーに直接的に与える影響は現状大きくないという理解ですが、考え方を教えてくだ

さい。 

松本 [A]：投信法上、ビットコインは特定資産にならないので、だから国内での取り扱いは認めら
れないということで、直接の影響はないですね。 

清明 [A]：米国 ETFも金融庁への届け出がなされないと、マネックス証券等では取り扱えないの

で、結局、米国のビットコイン ETFも取り扱えないという状況に今、なってます。 

長坂 [Q]：今年 1月から NTTドコモ、そしてイオン銀行連携が開始されましたが、初動の手応え

を教えてください。 
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清明 [A]：これは、先ほどイオン銀行の件もお話ししましたけれども、期待以上です。口座数、そ
れからなによりも NISAですね。イオン銀行から口座開設申し込みされるお客様、ほとんどが

NISA も同時に申し込まれるという形でございます。 

松本 [A]：元々のイオン銀行さんから来た口座が、そもそも NISA率がすごい。34万分の 17万口

座だから 50%ということでとても高くて、かつ、今、イオンさん経由で来る新しい口座がマネッ

クス証券の通常の新規口座獲得の多さと同じぐらい。 

清明 [A]：全体の口座数で言うとそうですね。 

松本 [A]：だから新規口座の取れ方が、イオンさんが入ってきて約２倍になったっていう感じであ
り、そのイオンさん経由のほうは NISA も同時に開けようとされる方がすごく多いと。 

清明 [A]：圧倒的に多い。 

松本 [A]：とっても多いと。この 34万分の 17万よりも多いといった状況で、かつこれからドコモ

さんのもいろいろ関わってくるだろうと。 

長坂 [Q]：経費。米国とクリプトそれぞれの今後の広告宣伝費のかけ方。 

清明 [A]：これは基本的に変わりませんというか、米国も、固定費が何か増えるという要素はない
ですし、米国につきましてはアクティブトレーダーにフォーカスしますから、これ以上何か増える

っていうのは想像できないかなと思いますし、クリプトにつきましては、もちろん相場の影響によ

って踏んだほうがいいっていうときもあります。なので、構成比につきましては変動費として、相

場がいいときにはちゃんと踏んでいこうと思ってますが、固定費が増えるということはないので。

改めてご質問いただいた広告宣伝費について回答すると米国は変わりません。クリプトはマーケッ

ト次第で、お客様の動向を見ながら強化することが考えられます。 

松本 [M]：次に SMBC日興の原さんの質問に行きましょう。 

原 [Q]：まず日本株において、新 NISA の買い付けは全体のどの程度を占めているのでしょうか。 

松本 [A]：株式で言うとすごい少ない。 

清明 [A]：少ないです。 

松本 [A]：ほとんど投信。 

清明 [A]：ほとんど投信なので、投信の積立金額はもう非常に、1月以降すごい大きくなったんで

すけども、株式はそんな大きくないです。あるとすれば単元未満株、ワン株をやってるので、そこ
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は大きいんです。値がさ株とかを NISA で買うっていうのがありまして。でも、それでも課税口座

のほうが全然、大きいです。 

原 [Q]：クリプトアセットではコストが限界まで減らしたとのことですが、現在の市況環境を踏ま
えて今後のコストコントロールの方針について教えてください。 

松本 [A]：これは固定費をとにかくしっかり落として、今、清明が説明したように、広告宣伝費な
どの変動費はマーケットの状況に合わせてダイナミックに調節していくという考え方なので、引き

続き固定費はしっかりと抑えながら環境に応じて変動費の調整をする、そんな感じになります。 

原 [Q]： 3iQの買収、Sharelyの事業譲渡に関して、それぞれ実行した理由と業績に与える影響。 

清明 [A]：3iQは、元々私たちは成長領域として、クリプトとアセマネ事業を両方追いかけてたん

ですけども、掛け合わせていいかなと思いましたと。足元、マーケットも良くなってきてますん

で、本件も何か期間損益でマイナスの影響があるような買収にはならないかなと思ってます。 

松本 [A]：3iQの経営陣は、元々フィデリティとかで長く運用業に携わっていた人間で、そういっ

た意味でとてもプロであって、安定感、安心感がある。一方で当然、大変イノベーティブなことを

やっているんですけれども、そういうしっかりとしたバックボーンがあるということと、大き過ぎ

なくて赤字じゃなくてというので、とても手頃な内容であったというのが大きいかと思います。 

清明 [A]：Sharelyの事業譲渡は幾らでというのは開示してないんですけれども、基本的にはほぼ

開発までにお金がかかってないという感じなので、プラスです。目的は先ほど申し上げましたとお

り、戦略のフォーカスエリアをクリプトビジネスにするということで、Sharelyについてはエキサ

イトホールディングスさんが強化されたほうが成長していくだろうという、そんなところです。 

松本 [A]：選択と集中ですね。 

松本 [M]：他、ご質問ございませんでしょうか。 

ササキ [Q]：SPAC 上場のルールは変わっていますが、Coincheck の SPAC 上場に影響ないとの理

解でよいのでしょうか。業績予想開示の新たな規制の対象となるのでしょうか。 

松本 [A]：SPAC 上場というか、De-SPAC ですよね。SPAC との合併による上場に絡んでの話です

けれども、今週か、先週か、SEC がボードメンバーみたいなのが 3対 2の投票で、SPAC のルー

ルを変える方向で可決されたと。ただその内容は既に去年の春、ですから 1年ほど前にもう発表さ

れていて、その時から恐らく 3対 2で可決されるだろうということも分かっていたんです。ですか

ら、去年の春の段階からわれわれが取り組んでいる Coincheck の De-SPAC を通した NASDAQへ
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の上場に関しては、まさに今回ルールが変わることに合わせた対応を去年の春からやっております

ので、完全に想定内のことであるので、このことは現状のわれわれがやっている Coincheck の

SPAC を通した上場には影響はないという形になります。 

業績予想開示というか、要は全般にディスクロージャーについてのルールが、簡単に言うと SPAC

と合併して上場するわけですよね。新しい SECの考え方は、それって IPOと一緒じゃないんです

かということで、いろいろな開示とかに、SPACを使った上場のほうが IPOに比べて少なかった

り、あるいは主幹事のアンダーライターオブリゲーションみたいなレスポンシビリティーとかが軽

かったんですけれども、そうじゃないよっていう形になったわけです。ただ、それについては既に

対応済みということになります。 

松本 [M]：原さんからもう 1問。 

原 [Q]：3iQの件を踏まえた上で、今後のMA の方針について教えてください。 

清明 [A]：これは、3iQの件があって何か変わるというものはなくて、引き続きアセマネ事業、資

産運用業をグローバルに見ていくっていうのが、最もフォーカスしているエリアかと思ってます。

アセマネ事業って人が残らないと意味がないので、必ずしも例えば 100%買収にこだわってるとか

そういったものではなくて。ただし、しっかりと連結 PLに効いてくるような形で成長投資をして

いこうと思っております。 

松本 [A]：イオンさん、ドコモさんとの連携もあるので、われわれの考えではマネックス証券とい
うものをもっと国民的なインフラのような会社にしていこうということを考えていて。そうする

と、そこで貯蓄から投資へというか、特にインフレが起きてるとか円安が起きるという中で、広く

大勢の方々の資産形成が世界インフレに耐えるために必要で、そういうことをやっていく。それが

全て他社の運用商品を買っているともったいないので、当社グループの中にもしっかりとしたアセ

マネ会社をいろいろ持っていくことで、それをちゃんと受け止めようという考えなので、そういう

考えで。MA、当然、オポチュニスティックにやるものだとも思うので、それ以外にもオポチュニ

ティーがあればやってまいりますけれども、主な着目点としてはアセマネをしっかり強く大きくし

ていこうというのが大きいと思います。 

原 [Q]：ドコモとの連携において dカード投信積み立て、ポイント連携、アプリ連携など、実効性

が高いと見られるサービスのローンチに時間がかかる理由を教えてください。 
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清明 [A]：これは両社でシステム開発を伴うからです。注文の取り込みもそうですし、マネックス
証券だけではなくて、例えば d払いも開発しなくちゃいけないですしとか。あと 1月 4日以降で

しか開発とか始められないので。 

松本 [A]：ガン・ジャンピングの問題とかがあるので、基本 1月 4日以降で全部しっかり具体的に

動いているので、少しだけ時間がかかるということです。 

松本 [M]：他にはご質問ございませんでしょうか。よろしいですか。寂しいですけれども。 

清明 [M]：あれば、IR宛てに。 

松本 [M]：よろしいですかね。日米安定してます、Coincheck は黒字化で伸びています、イオンさ

ん、ドコモさんとの連携で日本におけるプラットフォームがどんどん大きくなっていきそうだと、

そういう実感も感触もしっかりと得ていると、そんな感じで。しかも配当もここから先は倍になり

ますってことです。なので、よろしくお願いします。それでは、本日はありがとうございました。 

清明 [M]：ありがとうございました。 

［了］ 

______________ 

脚注 
1. 音声が不明瞭な箇所に付いては[音声不明瞭]と記載 
2. 会話は[Q]は質問、[A]は回答、[M]はそのどちらでもない場合を示す 
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る投資商品、例えば金融派生商品、仕組商品、投資信託、投資資産等）の情報配信・取引・販売促
進・広告宣伝に関連して使用をしてはなりません。 
 
本資料を通じて利用者に提供された情報は、投資に関するアドバイスまたは証券売買の勧誘を目的
としておりません。本資料を利用した利用者による一切の行為は、すべて利用者の責任で行ってい
ただきます。かかる利用及び行為の結果についても、利用者が責任を負うものとします。 
 
本資料に関連して利用者が被った損害、損失、費用、並びに、本資料の提供の中断、停止、利用不
能、変更及び当社による利用者の情報の削除、利用者の登録の取消し等に関連して利用者が被った
損害、損失、費用につき、当社及びデータソース先は賠償又は補償する責任を一切負わないものと
します。なお、本項における「損害、損失、費用」には、直接的損害及び通常損害のみならず、逸
失利益、事業機会の喪失、データの喪失、事業の中断、その他間接的、特別的、派生的若しくは付
随的損害の全てを意味します。 
 
本資料に含まれる全ての著作権等の知的財産権は、特に明示された場合を除いて、当社に帰属しま
す。また、本資料において特に明示された場合を除いて、事前の同意なく、これら著作物等の全部
又は一部について、複製、送信、表示、実施、配布（有料・無料を問いません）、ライセンスの付
与、変更、事後の使用を目的としての保存、その他の使用をすることはできません。 
 
本資料のコンテンツは、当社によって編集されている可能性があります。 


